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2024 年１月 16 日 

各 位 

会 社 名 環境のミカタ株式会社 

代表者名 代表取締役社長 渡辺 和良 

（コード：9224 TOKYO PRO Market） 

問合せ先 取締役管理本部長 青木 克之 

電話番号 054-622-1130 

 

連結子会社との吸収合併（簡易合併）及び特定子会社の異動に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社連結子会社（100％子会社）である株式会社 Wizeley 

International Japan を吸収合併することを決議しましたので、下記のとおりお知らせします。 

なお、本合併は連結子会社（100％子会社）を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・

内容を一部省略して開示しております。また、本合併に伴い消滅する株式会社 Wizeley 

International Japan は当社の特定子会社に該当しております。 

 

記 

１．合併の目的 

株式会社 Wizeley International Japan は、プラスチック原材料並びにプラスチック再生原

料の販売、買取、輸出及び輸入業を目的に、2018 年８月に設立された連結子会社です。 

今般、当社は、グループ内における事業再編の一環として、経営資源の集中と効率的な事業運

営を図ることを目的に、同社を吸収合併することを決定いたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１） 合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2024 年１月 16 日 

合 併 決 議 株 主 総 会 

（株式会社 Wizeley International Japan） 
2024 年１月 16 日 

合 併 契 約 締 結 日 2024 年１月 16 日 

合 併 期 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2024 年４月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては、会社法第 796 条第２項に基づく簡易合併に該当するため、

合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものです。 

 

（２） 合併の方式 

当社を存続会社とし、株式会社 Wizeley International Japan を消滅会社とする

吸収合併です。 
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（３） 本合併に係る割当ての内容 

当社の 100％子会社との合併であるため、本合併において株式および金銭等の交付

は行いません。 

 

（４） 本合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要（2024 年１月 16 日） 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称          環境のミカタ（株） （株）Wizeley 

International Japan 

（２）所在地 静岡県焼津市上新田 1019 番

地 

静岡県藤枝市前島一丁目 

９番 34 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 渡辺和良 代表取締役 渡辺晴美 

（４）事業内容 産業廃棄物、一般廃棄物の処

理業務を中心とした、環境コ

ーディネート事業 

プラスチック原材料並びに

プラスチック再生原料の販

売、買取、輸出及び輸入業 

（５）資本金 142,350 千円 14,000 千円 

（６）設立年月日 1977 年６月 2018 年８月 

（７）発行済株式数 141,300 株 1,400 株 

（８）決算期 ９月 30 日 ９月 30 日 

（９）大株主および持株比率 （株）チューサイマネジメント 43.95％ 

J＆T環境（株）   21.23％ 

東京中小企業投資育成（株）15.71％ 

渡辺和良      15.29％ 

環境のミカタ（株）100.00％ 

（10）直前事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 2023 年９月期（連結） 2023 年９月期（単体） 

純資産 961,308 千円 6,672 千円 

総資産 5,037,980 千円 250,508 千円 

1 株当たり純資産 6,803.31 円 4,765.77 円 

売上高 1,852,973 千円 21,858 千円 

営業利益 42,467 千円 △2,325 千円 

経常利益 4,875 千円 △5,026 千円 

親会社株主に帰属する当期純

利益 
106,280 千円 △3,484 千円 

１株当たり当期純利益 942.37 円 △2,488.27 円 
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４．合併後の状況 

 本合併及び特定子会社の異動による当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業

内容、資本金および決算期の変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は、当社の連結子会社（100％子会社）との合併であるため、当社の連結業績に与

える影響は軽微です。 

 

以上 


